





















２ なぜ、耕作放棄か？  
（１）担い手の現状 




  ① 損益分岐点 
  ② リスクに見合うリターンがあるか？ 


































     























り、29 歳以下と 75歳以上はまとめてある。 
 
 
    
 
図表 2 農業の担い手の年齢別構成比 
（出所：農業構造動態調査にもとづき著者作成） 
 
図表 2 左の「自営農業に従事した世帯員数のグラフ」で構成比の傾向をみると、75 歳以
上の担い手が 20%と最大である。これに 65 歳以上を加えた割合は 49％と全体のほぼ半数





ドは企業参入を促進する方向にある。それでも、「耕作継続率」2が 0.25 (25%) となり、4
人に 1 人しか後継者がみつからない現状は補えない。担い手当たりの規模拡大は必須であ
る。 
                                                   
2 本稿でいう「耕作継続率」は、「高齢層の担い手のうち、後継者がみつかっている担い手
































この 10.13 ヘクタールの値は、しばしば言われる目安 10 ヘクタールを小規模であるが上
回る。後継者のいる 1 人の担い手が規模を拡大し、少なくとも 10 ヘクタールの耕地で営農
することは、耕作放棄地を物理的に増やさないための条件になる。 
以上の計算は、耕作継続率さえわかっていれば、直観的説明で置き換えることもできる。
先の考察において算出した耕作継続率は 0.25（25%）である。言い換えれば 4 人に 1 人し
か後継者がみつかっていない。この 1 人が、他の 3 人の農地（耕作放棄地予備軍）を追加
的に担うと考えれば、必要集約規模を求めることができる。すなわち、平均耕地面積の 4












すると、右辺第 1 項は「平均耕地面積」と置き換えられる。さらに、右辺第 2 項は、耕作
放棄地予備軍の面積（1 人当たり）＝[65 歳以上の担い手の人数×(1-耕作継続率)×平均耕





































5 平成 27 年産米の相対取引価格。 
6 試算は、高級品種（魚沼産コシヒカリ）を 20,730円とし、平均品種（魚沼産コシヒカリ
平均 0.5ha未満 0.5～1.0 1.0～2.0 2.0～3.0 3.0～5.0 5.0～7.0 7.0～10.0 10.0～15.0 15.0ha以上
高級品種
（魚沼産コシヒカリ）
5,340 ▲ 4,829 ▲ 114 3,991 5,818 6,453 8,870 9,061 8,804 9,336
平均品種
（魚沼産コシヒカリを除く平均）
































                                                                                                                                                     
を除く全銘柄平均）のそれを 13,018円として行った。いずれも 60キログラムあたり相対
取引価格。 
7 2.0～3.0 ヘクタールの階級（▲1,894）にもとづく。 






















   


































                                                   
12 白地図は CraftMap http://www.craftmap.box-i.net/ を使用。 
13 第 2 章（１）の①の考察参照。 










































































































                                                   
18 現行のセーフティーネットとして代表的な農業災害補償制度の目的は、農家の所得の変







































                                                   






オリックス株式会社「ニュースリリース」2014 年、2015 年、2016 年、2017 年  
金融庁「バーゼル 3（国際合意）の概要」2017 年 
塩澤修平・芦谷典子「信託スキームを活用した農地流動化型ファイナンス（農地 REIT）の
成立条件」信託研究奨励金論文集、2016 年 
東洋大学 PPP 研究センター「PPP 総論」2017 年 
根本祐二「PPP 研究の枠組みについての考察 (1)」、東洋大学 PPP センター紀要、2011 年 
根本祐二「PPP 研究の枠組みについての考察 (2)」、東洋大学 PPP センター紀要、2011 年 
根本祐二「PPP 研究の枠組みについての考察 (3)」、東洋大学 PPP センター紀要、2013 年 
農林水産省「農業経営統計調査」2017 年 
農林水産省「農業構造動態調査」2017 年 
農林水産省「農林業センサス」2015 年 
農林水産省「米穀の取引に関する報告」2015 年 
 
 
